
平成 17年 3月期 個別中間財務諸表の概要    平成 16年 12月 1日

会   社   名       株式会社  足利銀行 本社所在都道府県　

栃木県

問合せ先  責任者役職名 執行役財務企画本部長

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　掛川　清崇 TEL (028) 622 - 0111

中間決算取締役会開催日　　平成 16年 12月  1日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　　　　平成 －年 －月 －日 単元株制度採用の有無　　有（１単元　1,000株）

１. 16年  9月中間期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）

(1) 経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　　　　経　常　収　益 　　　　経　常　利　益 　　　　中間（当期）純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円　　銭

16年  9月中間期 62,015 △ 17.1 27,411 － 51,264 － 57.93

15年  9月中間期 74,837 16.5 △ 47,544 － △ 186,232 － △ 210.46

16年  3月期 130,404 △ 599,555 △ 782,886 △ 884.73

(注)①期中平均株式数 16年 9月中間期   884,880,355 株　　15年 9月中間期   884,880,355 株　　16年 3月期   884,880,355 株 

     ②会計処理の方法の変更 無

     ③経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 配当状況
１株当たり １株当たり
中間配当金 年間配当金
円　銭 円　銭

16年  9月中間期 普通株式 0.00 －　

第一回甲種優先株式 0.00 －　

第二回甲種優先株式 0.00 －　

第一回乙種優先株式 0.00 －　

15年  9月中間期 普通株式 0.00 －　

第一回甲種優先株式 0.00 －　

第二回甲種優先株式 0.00 －　

第一回乙種優先株式 0.00 －　

16年  3月期 普通株式 －　 0.00

第一回甲種優先株式 －　 0.00

第二回甲種優先株式 －　 0.00

第一回乙種優先株式 －　 0.00

(3) 財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり 自己資本比率

株主資本 （国内基準）
百万円 百万円 ％ 円  銭 ％

16年  9月中間期 △ 16.5 △ 886.85 （速報値）△30.22

15年  9月中間期 △ 2.1 △ 282.74 △ 3.72

16年  3月期 △ 16.6 △ 934.38 △29.84

（注）①期末発行済株式数　普通株式（額面）　　16年 9月中間期   884,880,355 株　　15年 9月中間期   884,880,355 株　　16年 3月期   884,880,355 株 

      ②期末自己株式数   　  16年 9月中間期　　　　－ 株    15年 9月中間期　　　　－ 株    16年 3月期　　　　－ 株

      ③自己資本比率は、自己資本比率規制上の自己資本比率を記載しております。

２. 17年 3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
経常収益 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金

百万円 百万円 百万円 円　銭

通　　期 106,300 40,000 65,000 普通株式 0.00

第一回甲種優先株式 0.00

第二回甲種優先株式 0.00

第一回乙種優先株式 0.00

1株当たり中間（当期）純利益

3,845,706

4,964,544

4,087,314

△636,940

△102,367

△679,002
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「１．１６年９月中間期の業績」指標算式

○１株当たり中間（当期）純利益
　　中間（当期）純利益－優先株式配当金総額

期中平均普通株式数※

○株主資本比率
中間（当期）期末資本の部合計

中間（当期）期末負債の部合計＋中間（当期）期末資本の部合計
×１００

○１株当たり株主資本
中間（当期）期末資本の部合計－中間（当期）期末発行済優先株式数×発行価額－優先株式配当金総額

中間期末発行済普通株式数※

※ 自己株式を除く

「２．１７年３月期の業績予想」指標算式

○１株当たり予想当期純利益

予想当期純利益－予想優先株式配当金総額
期末（当中間期末）発行済普通株式数
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（金額単位：百万円）

科 目 金　　　　　　　額 科 目 金　　　　　　　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 預 け 金 342,313 預 金 4,347,117
コ ー ル ロ ー ン 26,707 譲 渡 性 預 金 7,800
買 入 金 銭 債 権 12,081 借 用 金 1,024
商 品 有 価 証 券 653 外 国 為 替 672
金 銭 の 信 託 1,197 そ の 他 負 債 16,311
有 価 証 券 581,696 退 職 給 付 引 当 金 47,738
貸 出 金 3,243,511 支 払 承 諾 61,982
外 国 為 替 4,463 負 債 の 部 合 計 4,482,646
そ の 他 資 産 21,538 （ 資 本 の 部 ）

動 産 不 動 産 20,023 資 本 金 147,429
支 払 承 諾 見 返 61,982 利 益 剰 余 金 △ 800,601
貸 倒 引 当 金 △ 470,171 中間未処理損失 800,601
投 資 損 失 引 当 金 △ 291 中 間 純 利 益 51,264

その他有価証券評価差額金 16,231
資 本 の 部 合 計 △ 636,940

資 産 の 部 合 計 3,845,706 負債及び資本の部合計 3,845,706

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

第１９４期中（平成１６年９月３０日現在）中間貸借対照表
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（金額単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

62,015
資 金 運 用 収 益 40,967
( う ち 貸 出 金 利 息 ) （ 37,229 ）
( う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ) （ 2,586 ）
役 務 取 引 等 収 益 7,953
そ の 他 業 務 収 益 828
そ の 他 経 常 収 益 12,265

34,603
資 金 調 達 費 用 2,070
( う ち 預 金 利 息 ) （ 2,004 ）
役 務 取 引 等 費 用 2,033
そ の 他 業 務 費 用 7
営 業 経 費 22,141
そ の 他 経 常 費 用 8,351

27,411
23,937
46

51,302
38

51,264
851,866

800,601

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中 間 純 利 益

前 期 繰 越 損 失

中 間 未 処 理 損 失

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

中間損益計算書
平成16年9月30日まで

平成16年4月 1日から
第１９４期中
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重要な会計方針

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行ってお
ります。
２．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価は移動平均法に
より算定）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、
子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その
他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の市場価格等（ただし株式に
ついては中間期末月１ヵ月の市場価格等の平均）に基づく時価法（売却原価は移動平
均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価
法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直
入法により処理しております。
(2) 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記(1)と同じ方
法により行っております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法
　(1) 動産不動産
動産不動産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上し
ております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　　建　物　　3 年～50 年
　　　　　動　産　　3 年～20 年
(2) ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法により償却しております。

５．引当金の計上基準
　(1) 貸倒引当金
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま
す。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」
という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」とい
う。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価
額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を
計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認め
られる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証に
よる回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し
必要と認める額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実
績率等に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び審査所管部署が資産
査定を実施し、当該部署から独立した監査部が査定結果を監査しており、その査定結
果に基づいて上記の引当を行っております。
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なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から
担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見
込額として債権額から直接減額しており、その金額は 417,621 百万円であります。

　(2) 投資損失引当金
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券発行会社の財政状態
等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

　(3) 退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を
計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下
のとおりであります。
過去勤務債務　　　　その発生年度に全額損益処理
数理計算上の差異　　各発生年度の翌年度に全額損益処理

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しておりま
す。
７．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。
８．ヘッジ会計の方法
(1) 金利リスク・ヘッジ
金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお
ける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会業種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種別監査委員会報告第 24 号」という。）
に規定する繰延ヘッジによっておりますが、当中間期につきましては、該当するヘ
ッジ取引はありません。
(2) 為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀
行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公
認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号。以下「業種別監査委員会報告第 25 号」
という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法につい
ては、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取
引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務
等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することにより
ヘッジの有効性を評価しております。

９．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動
産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。
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追加情報

　　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15 年 3 月法律第 9 号）が平成 15 年 3 月
31 日に公布され、平成 16 年 4 月 1 日以後開始する事業年度より法人事業税に係る課
税標準の一部が「付加価値額」及び「資本等の金額」に変更されることになりました。
　　これに伴い、「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示について
の実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第 12 号）に基づき、「付加価
値額」及び「資本等の金額」に基づき算定された法人事業税について、当中間期から
中間損益計算書中の「営業経費」に含めて表示しております。

注記事項
　
（貸借対照表関係）
１．子会社の株式総額　　　　　　 28,861 百万円
なお、本項の子会社は、銀行法第 2 条第 8 項に規定する子会社であります。

２．賃貸借契約により貸し付けている有価証券は、国債に 10 百万円含まれております。
３．貸出金のうち、破綻先債権額は 37,454 百万円、延滞債権額は 434,376 百万円であり
ます。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることそ
の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を
計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」
という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第 1 項第 3 号のイ
からホまでに掲げる事由又は同項第 4 号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営
再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であり
ます。
４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 1,823 百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月
以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 152,146 百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないも
のであります。
６．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額
は 625,800 百万円であります。
なお、上記 3.から 6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

７．手形割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理しておりま
す。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、
売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面
金額は 48,755 百万円であります。
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８．担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　担保に供している資産
　　　　有価証券　　149,028 百万円
　　　担保資産に対応する債務
　　　　預金　　　　  6,359 百万円
上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代
用として、有価証券 116,039 百万円を差し入れております。
なお、動産不動産のうち保証金権利金は 2,625 百万円であります。

９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の
申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額
まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高
は、1,263,253 百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内のもの又は任意の時
期に無条件で取消可能なものが 1,262,451 百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実
行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあ
りません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事
由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をする
ことができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動
産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基
づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じて
おります。
10．ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で「繰延ヘッジ損失」として計上してお
ります。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は 758 百万円、繰延ヘッジ利益の総
額は 50 百万円であります。
11．動産不動産の減価償却累計額       28,097 百万円
12．動産不動産の圧縮記帳額            2,581 百万円
　　　　　 （当中間期圧縮記帳額          －百万円）

（中間損益計算書関係）
１．減価償却実施額は下記のとおりであります。

建物・動産　　　386 百万円
その他　　　　　259 百万円

２．「その他経常費用」には、貸出金償却 6,405 百万円、株式等償却 235 百万円、貸出金
売却損 202 百万円、株式等売却損 48 百万円を含んでおります。

３．「特別利益」には、貸倒引当金取崩益 14,901 百万円、子会社等整理損失引当金取崩
益 4,750 百万円、償却債権取立益 4,257 百万円を含んでおります。
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リース取引関係

平成１６年度中間期
自 平成 16 年 4 月 1 日
至 平成 16 年 9 月 30日

平成１５年度中間期
自 平成 15 年 4 月 1 日
至 平成 15 年 9 月 30日

平成１５年度
自 平成 15 年 4 月 1 日
至 平成 16 年 3 月 31日

１．リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

・ リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相当
額

  動　産     
　 取得価額相当額 　　     8,355 百万円
   減価償却累計額相当額    5,915 百万円
   中間期末残高相当額　    2,439 百万円
  その他
　 取得価額相当額 　　        - 百万円
   減価償却累計額相当額       - 百万円
   中間期末残高相当額　　     - 百万円
  合  計     
　 取得価額相当額 　　     8,355 百万円
   減価償却累計額相当額    5,915 百万円
   中間期末残高相当額　    2,439 百万円

・ 未経過リース料中間期末残高相当額
　　　　　　１年内　       1,379 百万円
          　１年超         1,326 百万円
            合　計         2,705 百万円

・ 支払ﾘｰｽ料、減価償却費相当額、及び
支払利息相当額

      支払ﾘｰｽ料             436 百万円
      減価償却費相当額　    398 百万円
      支払利息相当額　　     36 百万円

　・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっておりま
す。

　・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法
によっております。

２．オペレーティング・リース取引
　　該当ありません。

１．リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

・ リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相当
額

  動　産     
　 取得価額相当額 　　     9,712 百万円
   減価償却累計額相当額    6,016 百万円
   中間期末残高相当額　　  3,696 百万円
  その他
　 取得価額相当額 　　       -  百万円
   減価償却累計額相当額      -  百万円
   中間期末残高相当額　　    -  百万円
  合  計     
　 取得価額相当額 　　     9,712 百万円
   減価償却累計額相当額    6,016 百万円
   中間期末残高相当額      3,696 百万円

・ 未経過リース料中間期末残高相当額
　　　　　　１年内　       1,655 百万円
          　１年超         2,452 百万円
            合　計         4,107 百万円

・ 支払ﾘｰｽ料、減価償却費相当額、及び
支払利息相当額

      支払ﾘｰｽ料            1,037 百万円
      減価償却費相当額　     806 百万円
      支払利息相当額　　     155 百万円

　・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっておりま
す。

　・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法
によっております。

２．オペレーティング・リース取引
　　該当ありません。

１．リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

・ リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額

  動　産     
　 取得価額相当額 　　     9,279 百万円
   減価償却累計額相当額    6,333 百万円
   期末残高相当額　        2,946 百万円
  その他
　 取得価額相当額 　　       -  百万円
   減価償却累計額相当額      -  百万円
   期末残高相当額　          -  百万円

  合  計     
　 取得価額相当額 　　     9,279 百万円
   減価償却累計額相当額    6,333 百万円
   期末残高相当額　        2,946 百万円

・ 未経過リース料期末残高相当額
　　　　　　１年内　       1,527 百万円
          　１年超         1,751 百万円
            合　計         3,279 百万円

・ 支払ﾘｰｽ料、減価償却費相当額、及び
支払利息相当額

      支払ﾘｰｽ料            2,052 百万円
      減価償却費相当額 　  1,599 百万円
      支払利息相当額　　     290 百万円

　・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっておりま
す。

　・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法
によっております。

２．オペレーティング・リース取引
　　該当ありません。

有価証券関係

○子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

平成１６年度中間期
自　平成 16年 4 月 1 日
至　平成 16年 9月 30 日

平成１５年度中間期
自　平成 15年 4 月 1 日
至　平成 15年 9月 30 日

平成１５年度
自　平成 15年 4 月 1 日
至　平成 16年 3月 31 日

　　該当ありません。 　　該当ありません。 　　該当ありません。
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期末発行済株式数及び期中平均株式数
（単位：株）

種　　　類 期末発行済株式数 期中平均株式数
普通株式              884,880,355              884,880,355
第一回甲種優先株式              150,000,000              150,000,000
第二回甲種優先株式               60,000,000               60,000,000
第一回乙種優先株式               85,640,000               85,640,000
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（金額単位：百万円）

342,313 306,893 35,419 282,187 60,125
26,707 10,680 16,027 36,991 △ 10,283
12,081 23,090 △ 11,009 13,199 △ 1,118
653 3,610 △ 2,956 1,372 △ 718
1,197 1,482 △ 284 1,341 △ 143
581,696 769,872 △ 188,176 623,341 △ 41,644
3,243,511 3,830,006 △ 586,495 3,547,432 △ 303,920
4,463 8,291 △ 3,828 2,701 1,762
21,538 41,395 △ 19,856 20,239 1,299
20,023 29,995 △ 9,972 20,249 △ 225
61,982 68,949 △ 6,967 65,033 △ 3,051

△ 470,171 △ 129,534 △ 340,636 △ 526,588 56,416
△ 291 △ 188 △ 102 △ 186 △ 105
3,845,706 4,964,544 △ 1,118,838 4,087,314 △ 241,607

4,347,117 4,754,700 △ 407,582 4,476,216 △ 129,098
7,800 － 7,800 3,600 4,200
－ － － 90,000 △ 90,000
－ 111,200 △ 111,200 20,000 △ 20,000
1,024 59,000 △ 57,976 8,500 △ 7,476
672 561 110 480 192
－ 30,000 △ 30,000 － －

16,311 30,519 △ 14,207 19,415 △ 3,104
47,738 5,439 42,298 47,985 △ 247
－ 2,865 △ 2,865 － －
－ － － 33,501 △ 33,501
－ 3,675 △ 3,675 1,582 △ 1,582

61,982 68,949 △ 6,967 65,033 △ 3,051
4,482,646 5,066,911 △ 584,265 4,766,316 △ 283,669

147,429 147,429 － 147,429 －
－ － － － －
－ － － － －

△ 800,601 △ 255,212 △ 545,389 △ 851,866 51,264

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
（△は中間（当期）純損失）

16,231 5,415 10,816 25,434 △ 9,202
△ 636,940 △ 102,367 △ 534,573 △ 679,002 42,061
3,845,706 4,964,544 △ 1,118,838 4,087,314 △ 241,607

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

51,264

834,150

比較中間貸借対照表

△ 545,389

237,497

△ 851,866

△ 782,886

平成15年度

中間期末(B)

比　較

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

△ 800,601

51,264

△ 255,212

△ 186,232

（△は中間（当期）未処理損失）

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 本 の 部 合 計

中 間 ( 当期 )未 処分 利益

(A-C)

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金

比  較

(A-B)

平成15年度末

（要　約）(C)

平成16年度

中間期末(A)

コ ー ル ロ ー ン

科　　目

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

資 産 の 部 合 計

（ 負 債 の 部 ）

預 金

譲 渡 性 預 金

売 渡 手 形

借 用 金

外 国 為 替

コ ー ル マ ネ ー

社 債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（ 資 本 の 部 ）

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

債 権 売 却 損 失 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

子 会 社 等 整 理 損 失 引 当 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
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（金額単位：百万円）

比　較 平成15年度

(A-B) （要　約）

62,015 74,837 △ 12,822 130,404

資 金 運 用 収 益 40,967 50,979 △ 10,011 96,718

( う ち 貸 出 金 利 息 ) ( 37,229 ) ( 43,044 ) ( △ 5,815 ) ( 84,459 )

( う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ) ( 2,586 ) ( 6,907 ) ( △ 4,321 ) ( 10,079 )

役 務 取 引 等 収 益 7,953 8,128 △ 175 15,396

そ の 他 業 務 収 益 828 1,623 △ 795 2,396

そ の 他 経 常 収 益 12,265 14,105 △ 1,839 15,894

34,603 122,382 △ 87,778 729,960

資 金 調 達 費 用 2,070 5,258 △ 3,187 10,255

( う ち 預 金 利 息 ) ( 2,004 ) ( 2,457 ) ( △ 453 ) ( 4,533 )

役 務 取 引 等 費 用 2,033 1,991 42 4,089

そ の 他 業 務 費 用 7 107 △ 100 1,824

営 業 経 費 22,141 27,747 △ 5,606 57,872

そ の 他 経 常 費 用 8,351 87,278 △ 78,927 655,918

23,937 221 23,716 347

46 99 △ 52 44,828

38 43 △ 5 84

－ 138,766 △ 138,766 138,766

△ 851,866 △ 68,979 △ 782,886 △ 68,979

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

（ △ は 中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 ）

特 別 損 失

税引前中間 ( 当期 ) 純 利益

法人税、住民税及び事業税

比較中間損益計算書

科　　目
平成16年度

中間期(A)

平成15年度

中間期(B)

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

（ △ は 経 常 損 失 ）

（△は中間（当期）未処理損 失）

27,411 △ 47,544 74,956

51,264 △ 186,232 237,497

法 人 税 等 調 整 額

（△は税引前中間（当期）純損失）

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

△ 599,555

51,302 △ 47,422 98,725 △ 644,035

△ 782,886

△ 800,601 △ 255,212 △ 545,389 △ 851,866
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